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大規模原子力事故における人と環境の放射線防護
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背景 

 

ICRP は、公開協議期間中に報告書草案のレビューとコメントに時間と労力を割いていただいたことに感

謝しています。積極的な公開協議は、質の高い出版物を作る上で貴重な役割を果たしています。個人や

組織からのコメントを歓迎します。 

すべての意見は出版前に草案を修正する際に考慮されています。 

 

透明性を確保するために、コメントは ICRP のウェブサイトを通じて提出され、www.icrp.org にアクセ

スして見ることができます。 

 

パブリックコンサルテーション 

 

報告書案は 2019 年 6 月 18 日から 2019 年 10 月 25 日までパブリックコンサルテーションのために公

開された。 

報告書で扱われている幅広い側面をカバーする全体で 308件のコメントが個人や組織から寄せられた。

その結果、委員会は、読みやすさと理解度を向上させ、勧告の一部を修正するために、大幅な書き直しを

行った。 

 

公的協議の過程でコメントを提供した個人および組織の全リストは、付録 A に示されている。 

 

いくつかのコメントでは、委員会の勧告を他の国際機関が既に提案しているものとより整合性のあるも

のにすることを提案していた。また、文書全体を通して、特に事故の段階的な進行と社会的・経済的影

響の経時的な進行について、より詳細な情報を求める意見も多かった。 

 

より具体的なコメントは、主に次の点に焦点を当てていた：復旧段階での防護の最適化を実施するため

の年間 10mSv の基準値の導入、対応者の防護、共同専門知識のプロセスの明確化、防護措置の終了、被

災地での商業活動の管理、原子力施設の事故後にみられる潜在的な甲状腺がんの問題。 
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最後に、多くの査読者は、チェルノブイリと福島の報告書の付属文書を歓迎したが、本文との整合性を

高めるよう求めた。 

 

コメントの解決 

 

他の国際機関の勧告や要求事項、特に原子力事故管理のタイムラインに関して、より大きな調和を図る

ことが提案されたが、それにはいくつかの方法で対応した。報告書の読み方を明確にし、簡素化するた

めに、第 3 章と第 4 章のタイトルを変更し、以前の草稿で用いられていた「緊急事態」と「復旧」の区

別ではなく、委員会が伝統的に採用してきた初期段階、中間段階、長期段階の区別を採用することを決

定した（ICRP, 1984）。さらに、関連する国際勧告との関連性を持たせ、後段での繰り返しを避けるた

め、本文および付録には、最も重要な関連報告書を参照するために参照箇所を数多く導入した。 

 

読者が事故や事故後の状況をより深く理解できるように、知識や経験に基づいた説明を行うよう努めた。

例えば、第 2 章では、大規模な原子力事故がもたらす多様な影響（放射線によるものと放射線によらな

いもの）や、そのような状況下で適用されるべき人と環境の放射線防護のための原則、その根底にある

倫理的価値観について、よりよく説明するために調整を行った。また、第 3 章と第 4 章では、事故の 3

つの段階で起こりうる状況、実施すべき防護措置、及び様々な利害関係者の役割について、さらに詳細

に記述した資料を提供している。 

 

チェルノブイリと福島の事故に関連する 2 つの付属文書は、本文に完全に沿ったものになるよう、ほぼ

全面的に書き直した。 

 

本書を作成するにあたり、委員会は、すべての人、特に専門家ではない人や直接影響を受けた人々が理

解できる共通の言語を採用するよう努めた。以下のセクションでは、上記の具体的な指摘に対して委員

会がどのように対応したかを示している。 

 

長期段階の参考レベル 

 

10mSv という新しい値を導入する根拠の問題を超えて、多くのコメンテーターからは、長期的な段階で

の放射線防護の最適化の原則の実施に関連して、参考レベルの使用についての明確な説明を求められた。 

 

出版物 111（ICRP、2019 年）では、委員会は「汚染地域に住む人々の放射線防護の最適化のための参

考レベルは、このカテゴリーの被ばく状況の管理のために、出版物 103（ICRP、2007 年）で推奨され

ている 1-20mSv/年のバンドの下の部分で選択されるべきである」と勧告した。過去の経験から、事故

後の長期的な状況での最適化プロセスの制約に用いられる典型的な値は 1mSv/年であることが明らかに

なっている。 

 

この定式化は、タスクグループ 93 が作業を開始するずっと前から多くのコメント、特に「1～20mSv/
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年のバンドの下の方で」という表現の曖昧さについての批判さえ生じていた。そこで委員会は、明確化

のために、報告書草案では以下のような表現を採用した。レベルは、人口における実際の線量分布と長

期にわたる既存の被ばく状況に対するリスク許容度を考慮して、委員会が推奨する 1～20mSv の範囲内

かそれ以下にすべきであり、一般的には年間 10mSv を超える必要はないだろう。放射線防護の最適化の

目的は、年間 1mSv のオーダーのレベルまで被曝を漸減させることである。 

  

しかし、下限値を論理的に区切るために年間 10mSv という値を導入したことで、さらに多くのコメント

が寄せられることとなった。新しい値を導入した根拠は何だったのか。なぜ低い値ではなく、年間 10mSv

なのか？また、いくつかのコメントでは、基本的には最適化の原則を実施するための指針となる基準値

を選択する際に柔軟性を最大限に保つことの重要性が強調されており、そのためには実際の状況に即し

たものでなければならないとしている。 

 

コメントを考慮して、委員会は出版物 146 において、以下のような規定を採択した。「長期的な段階で

は、参考レベルは、人口における実際の線量分布や、被ばく状況に影響を与える社会的、環境的、経済

的要因を考慮して、既存の被ばく状況について、年間 1-20mSv の推奨範囲の下半分を選択すべきであ

る。放射線防護の最適化の目的は、可能であればバンドの下端に向かって、またはそれ以下のレベルま

で被曝を漸進的に減少させることである。」 

 

この規定は、参考レベルとして年間 1～20mSv の範囲から下半分を選択すべきことを、そして、出版物

103（ICRP, 2007, Para.288）に明確に規定されている、最適化プロセスの目的が「通常と考えられ

る状況に近い、または類似したレベルまで被ばくを低減する」ことを明確に記すものである。。 

 

事故対応者の管理 

 

勧告の目的は、最も危険にさらされていると考えられる対応者のために、適切な放射線防護と適切な作

業条件を確保することである。これを念頭に置き、オンサイト（被害を受けた施設内）とオフサイト

（被災地）の活動を区別し、事故の 3 つの段階（初期、中期、長期）に分けている。 

 

事故対応者という概念は、放射線防護に関する知識や訓練を受けてきた人たちの背景、地位、準備の程

度など、多様な人たちを包含するものとして導入された。国際もしくは欧州基本安全基準（BSS）に記

載されている緊急時作業員と比較すると、線量基準の問題を除けば、防護の考え方は似ている。どちら

の基準も、緊急作業員の被ばくは、可能な限り、職業上の線量値以下であることを要求している。また、

国際 BSS では、緊急作業員が 50mSv（その年の最大線量限度に相当）を超える被ばくを受けないよう

にしなければならないとされているが、欧州 BSS では 100mSv の基準値が定められている。委員会も

100mSv の参考レベルを推奨している（緊急被ばくの場合は 20～100mSv の上限値）。いずれの場合も、

例外的な状況が発生する可能性を考慮して柔軟に対応することが計画されている。長期段階では、BSS

は事故対応者を労働者とみなし、職業線量限度の適用を推奨している。一方、委員会は同値以下の参考レ

ベルの使用を推奨している。 
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被ばく状況は緊急事態であるか、段階に応じて既存の状況であるため、委員会は、放射線防護の最適化

のために、また、事故対応者と一般住民の両方の放射線防護措置の実施を導くために、参考レベルを使

用することを推奨している。線量限度の適用は、事故後の緊急時や既存の被ばく状況においては適切で

はない。これは、計画的な被ばく状況においてのみ適用される。 

 

オンサイトの長期段階では、被ばく状況は合理的に把握されており、発生源はほとんど管理されているが、

技術的な困難が残っている可能性があり、不測の事態がいつでも発生する可能性がある。事故対応者の

管理については、推奨線量区分（20mSv/y 以下）は参考レベルであり、関連する職業的被ばくの必要条

件が適用されるべきである。当局や利害関係者の中には、線量限度を適用したいと考える人がいること

は認識されている。これは、発生源が十分に特徴づけられ、管理されている状況では、適切であるかも

しれないが、必須ではない。しかし、そのような状況であっても、線量限度を超えることが必ずしも状

況管理の失敗を示すものではない。さらに、線量限度を厳格に適用することは、事故対応者の致命的な

ターンオーバーや集団的な線量の増加につながる可能性がある。さらに、オンサイトの状況によっては、

基準値よりも高い被ばく量を想定した計画が必要になるかもしれない。その場合、委員会は、放射線防

護を最適化することを目的として、関係者間で検討した後、細心の注意を払って準備すべきである、時

間的に制限された特別な取り決めを推奨する。 

 

寄せられたコメントを考慮して、委員会は、事故対応者の放射線防護のための参考レベルの使用につい

ていくつかの調整を行ったが、その概要は以下の通りである。 

 

オンサイトでの事故対応者の放射線防護のために、初期段階での参考レベルは一般的に 100mSv を超え

てはならないが、例外的な状況下では、人命を救うため、あるいは破局的な状況につながる施設のさら

なる劣化を防ぐために、数 100mSv の範囲内の高いレベルが事故対応者に認められる可能性があること

を認識している。より低い参考レベルは、事故の深刻度に応じて、状況に応じて選択されてもよい。中

期段階では、参考レベルは 100mSv を超えてはならない。長期的な段階では、参考レベルは年間 20mSv

を超えてはならない。委員会は、初期段階と中期段階の両方に関与する事故対応者の不必要な被ばくの

蓄積を避けるために、責任ある組織がすべての実用的な措置をとることを勧告する。 

 

オフサイトの事故対応者を放射線防護するために、初期段階では 100mSv を超えない参考レベル、中期

段階では年間 20mSv を超えない参考レベルを選択することを推奨する。長期的な段階では、被災地の一

般住民と同様の必要条件で被ばくを管理する必要があるため、参考レベルは 1～20mSv/年の範囲の下半

分の範囲内で選択されるべきである。 

 

共同専門知のプロセス 

 

いくつかのコメントでは、将来起こりうる事故に備えて、緊急時の対応から共同専門知のプロセスを開

始し、それに依拠することが提案された。 



5 

 

 

原案では、長期的な段階での自助努力の促進を視野に入れた放射線防護の実践的な文化の醸成のために、

共同専門知プロセスが提案された。最終版では、中期段階以降のアプローチが推奨されている（第 3 章

参照）。さらに、このプロセスの倫理的側面を発展させ、人間の尊厳の回復と保全に果たす役割を強調し

ている。共同専門知プロセスを支援することは、放射線防護専門家が放射線防護の倫理的構造を理解す

るとともに、影響を受けた人々の選択を尊重することにも役立つ。共同専門知プロセスのアプローチは、

地域プロジェクトの実施中に市民の警戒心を組織化するのに役立つ。長期段階の章で説明したように、

共同専門知プロセスは、当局からの十分な支援を受けながら自己防衛行動を実施することに固有のもの

である。最後に、このアプローチは第 5 章の準備計画にも推奨されている。 

 

放射線防護行動の終了 

 

一部のコメントでは、一部の被災地では復興プロセスは終了したと考えられるが、その地域の住民の状

況は、領土、その生産物（特に農漁業）、さらにはそこに住む人々が汚名を着せられるということのため

に、困難な状況が続く可能性があることを強調している。 

 

長期的には、放射線防護措置が終了した後も、当局や専門家の支援を受けることができるようにしなけ

ればならない。経験を継承し、未来を築くために、委員会は、現在及び将来の世代のディーセントライ

フと生活条件の持続可能な発展に貢献する教育、文化、記憶の分野における取り組みや市民事業を支援

するための付随措置の開発に必要なあらゆる注意を払うことを勧告する（第 4.4.3 項）。 

 

事業活動のマネジメント 

 

刊行物 146 は、放射線状況に関する適切な情報を従業員とその家族に提供し、必要に応じて放射線モニ

タリングを適切に実施し、自己防衛措置を講じる雇用者の責任を明確にしている。 

 

これらの規定は、中期段階（3.4.2.5 項）及び長期段階（4.4.4.1.3 項）で導入されている。委員会の勧

告は、被災地の様々な経済活動に雇用されている人々を一般市民として管理することである。しかし、

林業従事者のような特定の被ばく状況を引き起こす活動に従事する労働者については、職業的被ばくと

みなすことを推奨する。 

 

甲状腺がん 

 

福島県の健康管理調査では、早くも 2011 年から 2013 年にかけて、福島の 0 歳から 18 歳の子どもた

ちの甲状腺がんの増加が検出されたことから、この問題に関する委員会への助言を求めるコメントが複

数寄せられた。タスクグループは、WHO/IARC や UNSCEAR などの国際機関や福島県立医科大学やそ

の他の研究機関の研究者が行った因果関係の分析に関するすべての科学的作業を慎重に検討した。この

レビューに基づき、委員会は、事故後の被災者の健康サーベイランス、特に潜在的な甲状腺がんに関し
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て、どのように計画するかを勧告している。 

 

チェルノブイリと福島の事故に関する附属書 

 

いくつかのコメントで示唆されたように、2 つの付録は、内容が本文の構造に沿ったものとなるように

全面的に改訂され、比較が容易になった。今回の改訂では、チェルノブイリと福島の事故の分析とその

影響の評価に貢献した国際機関の主な参考文献に言及した。委員会は、これらの貢献を補完する責任は

ないと考えている。 
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附属書 A パブリックコンサルテーションの期間中にコメントを提出した個人・団体のリスト 
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